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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：令和６年１１月７日（令和６年（行情）諮問第１２２８号）及び令和

７年２月１３日（令和７年（行情）諮問第２１２号） 

答申日：令和８年８月３１日（令和８年度（行情）答申第４７２号及び同第４

７５号） 

事件名：「艦船と安全」の一部開示決定に関する件 

「艦船と安全」のうち特定の開示決定等で残りの部分とされた文書

等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる各文書（以下「本件請求文書１」及び「本件請求文書

２」といい、併せて「本件請求文書」という。）の各開示請求に対し、別

紙の２に掲げる各文書（以下、順に「文書１」ないし「文書９」といい、

併せて「本件対象文書」という。）を特定し、その一部を不開示とした各

決定については、本件対象文書を特定したことは妥当であるが、別紙の３

に掲げる部分を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく各開示請求に対し、令和６年２月１６日付け防官文第２

９４４号、同年７月１８日付け同第１６７２３号、同年４月２５日付け同

第１０２０２号及び同年１１月１日付け同第２４８８０号により防衛大臣

（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った各一部開示決定（以

下、順に「原処分１」ないし「原処分４」といい、併せて「原処分」とい

う。）について、その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は、各審査請求書によると、おお

むね以下のとおりである。 

（１）審査請求書１（原処分１に係るもの。） 

アないしエ （略） 

オ 一部に対する不開示決定の取消し。 

   記録された内容を精査し、支障が生じない部分については開示すべ

きである。 

カ （略） 

キ （略） 
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  審査請求人には確認するすべがないので、他に文書がないか念のた

め確認を求める。 

ク （略） 

（２）審査請求書２（原処分２に係るもの。） 

アないしエ （略） 

オ 上記（１）オと同旨。 

カ及びキ （略） 

ク 他に文書がないか確認を求める。 

  審査請求人には確認するすべがないので、他に文書がないか念のた

め確認を求める。 

ケ （略） 

（３）審査請求書３（原処分３に係るもの。） 

アないしエ （略） 

オ 上記（１）オと同旨。 

カ及びキ（略） 

（４）審査請求書４（原処分４に係るもの。） 

アないしエ（略） 

オ 上記（１）オと同旨。 

カ及びキ （略） 

ク 上記（２）クと同旨。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 原処分１及び原処分２について（諮問第１２２８号） 

（１）経緯 

本件開示請求は、本件請求文書１の開示を求めるものであり、これに

該当する行政文書として、別紙の２に掲げる文書１ないし文書６（以下

「本件対象文書１」という。）を特定した。 

本件開示請求については、法１１条に規定する開示決定等の期限の特

例を適用し、まず、令和６年２月１６日付け防官文第２９４４号により、

本件対象文書１のうち、文書１の表紙、２枚目及び３枚目について、法

５条１号に該当する部分を不開示とする一部開示決定処分（原処分１）

を行った後、同年７月１８日付け同第１６７２３号により、本件対象文

書のうち、文書１（表紙、２枚目及び３枚目を除く。）及び文書２ない

し文書６について、法５条１号、３号及び６号柱書きに該当する部分を

不開示とする一部開示決定処分（原処分２）を行った。 

本件審査請求は、原処分１及び原処分２に対して提起されたものであ

り、本件諮問に当たっては、それらの審査請求を併合し諮問する。 

（２）法５条該当性について 

原処分１及び原処分２において、不開示とした部分及び不開示とした
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理由は、別表（番号１ないし番号２７）のとおりであり、本件対象文書

１のうち、法５条１号、３号及び６号柱書きに該当する部分を不開示と

した。 

（３）審査請求人の主張について 

アないしウ （略） 

エ 審査請求人は、「一部に対する不開示決定の取消し」として、支障

が生じない部分について開示を求めるが、原処分１及び原処分２にお

いては、本件対象文書１の法５条該当性を十分に検討した結果、上記

（２）のとおり、本件対象文書１の一部が同条１号、３号及び６号柱

書きに該当することから当該部分を不開示としたものであり、その他

の部分については開示している。 

オないしク （略） 

ケ 審査請求人は、「他に文書がないか確認を求める」としているが、

本件対象文書１のほかに本件開示請求に係る行政文書は保有していな

い。 

コ 以上のことから、審査請求人の主張にはいずれも理由がなく、原処

分１及び原処分２を維持することが妥当である。 

２ 原処分３及び原処分４について（諮問第２１２号）  

（１）経緯 

本件開示請求は、本件請求文書２の開示を求めるものであり、これに

該当する行政文書として、別紙の２に掲げる文書１（表紙、２枚目及び

３枚目を除く。）及び文書２ないし文書９（以下、併せて「本件対象文

書２」という。）を特定した。 

本件開示請求については、法１１条に規定する開示決定等の期限の特

例を適用し、まず、令和６年４月２５日付け防官文第１０２０２号によ

り、本件対象文書２のうち、文書１（表紙、２枚目及び３枚目を除く。）

について、法５条１号、３号及び６号柱書きに該当する部分を不開示と

する一部開示決定処分（原処分３）を行った後、同年１１月１日付け同

第２４８８０号により、文書２ないし文書９について、法５条１号、３

号及び６号柱書きに該当する部分を不開示とする一部開示決定処分（原

処分４）を行った。 

本件審査請求は、原処分３及び原処分４に対して提起されたものであ

り、本件諮問に当たっては、それらの審査請求を併合し諮問する。 

（２）法５条該当性について 

原処分３及び原処分４において、不開示とした部分及び不開示とした

理由は、別表（番号２ないし番号４３）のとおりであり、本件対象文書

２のうち、法５条１号、３号及び６号柱書きに該当する部分を不開示と

した。 
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（３）審査請求人の主張について 

アないしウ （略） 

エ 上記１（３）エと同旨（ただし、「原処分１及び原処分２」とある

のは「原処分３及び原処分４」、「本件対象文書１」とあるのは「本

件対象文書２」と読み替える。）。 

オないしキ （略） 

ク 上記（１）ケと同旨（ただし、「本件対象文書１」とあるのは「本

件対象文書２」と読み替える。）。 

ケ 上記（１）コと同旨（ただし、「原処分１及び原処分２」とあるの

は「原処分３及び原処分４」と読み替える。）。 

３ 補充理由説明書 

各理由説明書においては、本件対象文書のうち、文書１の６４枚目の一

部については、法５条６号柱書きに該当することを理由に不開示とした。

当該頁には不開示部分が２か所あり、下部の不開示部分にはメールアドレ

スが記載されており、法５条６号柱書きに該当するが、上部の不開示部分

には特定コーナーに寄稿された内容が記載されていることから、当該部分

は、特定の個人を識別することができ、又は特定の個人を識別することは

できないが、これを公にした場合、なお個人の権利利益を害するおそれが

あることから、法５条１号の不開示理由を追加する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は、本件各諮問事件について、以下のとおり、併合し、調査審

議を行った。 

① 令和６年１１月７日  諮問の受理（令和６年（行情）諮問第１２

２８号） 

② 同日           諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同月２１日      審議（同上）    

④ 令和７年２月１３日  諮問の受理（令和７年（行情）諮問第２１

２号） 

⑤ 同日           諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

⑥ 同月２８日       審議（同上） 

⑦ 令和８年７月２１日  諮問庁から補充理由説明書を収受（令和６

年（行情）諮問第１２２８号及び令和７年

（行情）諮問第２１２号） 

⑧ 同年８月２５日    委員の交代に伴う所要の手続の実施（令和

６年（行情）諮問第１２２８号及び令和７年

（行情）諮問第２１２号）、令和６年（行情）

諮問第１２２８号及び令和７年（行情）諮問

第２１２号の併合並びに本件対象文書の見分
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及び審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件各開示請求は、本件請求文書の開示を求めるものであり、処分庁は、

本件対象文書を特定し、その一部を法５条１号、３号及び６号柱書きに該

当するとして不開示とする原処分を行った。 

これに対し、審査請求人は、本件対象文書以外の文書の特定、不開示部

分の開示等を求めているところ、諮問庁は、文書１の６４枚目の一部（別

表の番号１１）の不開示理由に法５条１号を追加して、原処分を維持する

ことが妥当であるとしていることから、以下、本件対象文書の見分結果を

踏まえ、本件対象文書の特定の妥当性及び本件対象文書の不開示部分の不

開示情報該当性等について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

 （１）本件対象文書の特定について、当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ、諮問庁から以下のとおり説明があった。 

ア 「艦船と安全」は、艦船に対する安全指導の徹底及び隊員の安全意

識の高揚を図り、事故防止に資することを目的として、海上自衛隊護

衛艦隊（現：水上艦隊）司令部が毎月編集・発行をしている部内向け

の文書である。 

イ 本件請求文書１の文書の特定について 

本件請求文書１の開示請求文言にいう「防官文第２５２３７号（２

０２３.１０．１７―本本Ｂ１５０１）」とは、特定年月日に受理さ

れた特定開示請求（以下「別件開示請求」という。）に対する先行

開示決定である。 

本件開示請求は、別件開示請求に係る先行開示決定で残りの部分と

された文書及び別件開示請求の受付日の翌日（令和５年１０月１８

日）から本件開示請求の受付日（同年１２月１９日）までの間に発

行された「艦船と安全」の開示を求めるものと解し、これに該当す

る文書として本件対象文書１を特定した。 

ウ 本件請求文書２の文書の特定について 

本件請求文書２の開示請求文言にいう「防官文第２９４４号（２０

２３.１２．１９―本本Ｂ１９７６）」とは本件請求文書１の開示請

求に対する先行開示決定（原処分１）である。 

本件開示請求は、原処分１で残りの部分とされた文書及び本件請求

文書１の開示請求の受付日の翌日（令和５年１２月２０日）から本

件開示請求の受付日（令和６年２月２６日）までの間に発行された

「艦船と安全」の開示を求めるものと解し、これに該当する文書と

して本件対象文書２を特定した。 
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   エ 先行開示文書及び本件対象文書の外に本件請求文書に該当する文書

は作成・発行しておらず、保有もしていない。 

（２）上記（１）イ及びウの文書の特定方法に問題はなく、本件対象文書の

外に本件請求文書に該当する文書を保有していないとする上記（１）エ

の諮問庁の説明に特段不自然、不合理な点は認められない。 

他に本件請求文書に該当する文書の存在をうかがわせる事情も認めら

れないことからすると、防衛省において、本件対象文書の外に開示請求

対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないので、本件

対象文書を特定したことは妥当である。 

３ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）自衛隊員、隊員家族、外国軍人及び民間人の写真の顔部分について 

別表の番号３、番号１３、番号１６、番号２０、番号２８、番号３４、

及び番号３６に掲げる不開示部分並びに番号４の不開示部分の一部は、

自衛隊員、隊員家族、外国軍人及び民間人の写真の顔部分である。 

当該部分は、法５条１号本文前段の個人に関する情報であって、特定

の個人を識別することができるものに該当する。 

当審査会事務局職員をして、自衛隊員の顔写真を公にする慣行の有無

等について諮問庁に確認させたところ、諮問庁から、防衛省・自衛隊に

おいては、自衛隊員のうち将官（将補以上の階級の者を指す。）等の顔

写真については、報道の用に供するため、報道機関等に提供するなど、

これを公にする慣行があるが、当該不開示部分の自衛隊員については公

表慣行がなく、ウェブサイト等の他の広報資料等でも公表されていない

者であるとの説明があった。 

上記の諮問庁の説明を踏まえると、当該部分は、法５条１号ただし書

イに該当しないと認められるほか、隊員家族、外国軍人及び民間人につ

いても、その写真の顔部分を公にする慣行があると認めるべき事情は存

しないことから、いずれも同号ただし書イに該当せず、同号ただし書ロ

及びハに該当する事情も認められない。 

また、当該部分は、個人識別部分に該当すると認められることから、

法６条２項による部分開示の余地はなく、法５条１号に該当し、不開示

としたことは妥当である。 

 （２）隊員家族の情報について 

    別表の番号１に掲げる不開示部分並びに番号４、番号１５、番号２１、

番号２９及び番号３７の不開示部分の一部には、「艦船と安全」に寄稿

した隊員家族の氏名及び内心等が記載されていると認められる。 

    当該部分は、氏名等の記載とあいまって、記事全体が一体として法５

条１号本文前段の個人に関する情報であって、特定の個人を識別するこ

とができるものに該当し、同号ただし書イないしハに該当する事情も認
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められない。 

さらに、当該部分のうち、氏名は、個人識別部分に該当すると認めら

れることから、法６条２項による部分開示の余地はなく、内心等は、こ

れを公にすると当該自衛隊員の同僚、知人等一定範囲の者には個人を特

定することが可能であり、当該個人の権利利益を害するおそれがあると

認められるので、部分開示できない。 

したがって、当該部分は、法５条１号に該当し、不開示としたことは

妥当である。 

 （３）記事を寄稿した自衛隊員の情報等について 

別表の番号１２、番号１４、番号２６及び番号３５の不開示部分並び

に番号４、番号６、番号７、番号９、番号１５、番号２１、番号２９及

び番号３７の不開示部分の一部には、①記事を寄稿した自衛隊員等の年

齢、経歴、入隊時期、期別、勤続年数、特技資格及び病歴等に関する情

報並びに②編集委員の氏名（苗字）及び職名に関する情報が記載されて

いることが認められる。なお、当審査会事務局職員をして諮問庁に確認

させたところ、②の編集委員は非常勤職員との説明であった。 

   ア 上記の不開示部分（別紙の３に掲げる部分を除く。）について 

上記①に係る当該部分は、氏名等の記載とあいまって、記事全体が

一体として、また、上記②に係る当該部分は、苗字であり、いずれ

も、法５条１号本文前段に規定する個人に関する情報であって、特

定の個人を識別できるものに該当し、同号ただし書イないしハに該

当する事情も認められない。 

さらに、上記①に係る当該部分については、当該自衛隊員の氏名等

は原処分において開示されていることから、法６条２項による部分

開示の余地はない。したがって、当該部分は、いずれも、法５条１

号に該当し、番号６及び番号７については同条３号について判断す

るまでもなく、不開示としたことは妥当である。 

イ 別紙の３に掲げる部分（別表の番号４、番号９、番号１５、番号２

１、番号２９及び番号３７に掲げる不開示部分の一部）について 

当該部分は、記事を寄稿した自衛隊員が自己の担当職務に関する内

容を説明するもの又は非常勤職員である編集委員の職名であること

から、当該自衛隊員等の公務員としての職務遂行の内容に係る情報

に該当すると認められ、法５条 1 号ただし書ハに該当すると認められ

る。 

また、番号９に掲げる不開示部分については、原処分において法５

条３号にも該当するとして不開示とされたが、当該部分には同号に

該当する情報が記載されていると認められないことから、同号にも

該当しない。 
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したがって、当該部分は、法５条１号及び３号のいずれにも該当せ

ず、開示すべきである。 

（４）特定のコーナーに寄稿した自衛隊員の情報について 

    別表の番号４、番号１１、番号１５、番号２１、番号２９及び番号３

７の不開示部分の一部には、特定のコーナーにおいて小文を寄稿した自

衛隊員の氏名、所属及び年齢並びに寄稿内容が記載されていると認めら

れる。 

当該部分は、それぞれ一体として法５条１号本文前段の個人に関する

情報であって、特定の個人を識別することができるものに該当すると認

められる。 

そこで、法５条１号ただし書該当性について検討すると、自衛隊員が

当該コーナーに投稿した小文の内容に鑑みれば、職務遂行に係る情報と

はいえないので、「各行政機関における公務員の氏名の取扱いについて」

（平成１７年８月３日付け情報公開に関する連絡会議申合せ）の適用は

なく、当該自衛隊員の氏名等については、公にする慣行があるとは認め

られないので、同号ただし書イに該当せず、同号ただし書ロ及びハに該

当する事情も認められない。 

さらに、当該部分のうち、氏名、所属及び年齢は、個人識別部分に該

当すると認められることから、法６条２項による部分開示の余地はなく、

寄稿内容は、これを公にすると当該自衛隊員の同僚、知人等一定範囲の

者には個人を特定することが可能であり、当該個人の権利利益を害する

おそれがあると認められるので、部分開示できない。 

したがって、当該部分は、法５条１号に該当し、不開示としたことは

妥当である。 

 （５）自衛隊の編成、運用及び教育訓練に関する情報について 

別表の番号２、番号８、番号１０、番号１７、番号１８、番号２２、

番号２４、番号３０、番号３１、番号３９、番号４０及び番号４３の不

開示部分並びに番号５、番号７、番号９及び番号３８の不開示部分の一

部には、自衛隊の編成、運用及び教育訓練に関する情報が記載されてい

ると認められる。 

当該部分は、これを公にすることにより、自衛隊の態勢、運用要領、

能力及び練度が推察され並びに他国との信頼関係が損なわれ、自衛隊の

任務の効果的な遂行に支障を及ぼし、ひいては我が国の安全が害される

おそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認

められるので、法５条３号に該当し、番号７及び番号９については同条

１号について判断するまでもなく、不開示としたことは妥当である。 

 （６）他国に関する情報について 

    別表の番号２３の不開示部分には、他国に関する情報が記載されてい
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ると認められる。 

    当該部分は、公にすることが予定されていない情報であって、これを

公にすることにより、他国との信頼関係が損なわれるおそれがあると行

政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので、法

５条３号に該当し、不開示としたことは妥当である。 

（７）自衛隊の情報システムに関する情報について 

   別表の番号３２及び番号４１の不開示部分並びに番号３８の不開示部

分の一部には、自衛隊の情報の情報システムに関する情報が記載されて

いると認められる。 

   当該部分は、これを公にすることにより、情報システムの構成の詳細

が推察され、自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を及ぼし、ひいては我

が国の安全が害されるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき

相当の理由があると認められるので、法５条３号に該当し、不開示とし

たことは妥当である。 

（８）自衛隊の装備品に関する情報について 

    別表の番号５及び番号６の不開示部分の一部には、自衛隊の装備品に

関する情報が記載されていると認められる。 

当該部分は、これを公にすることにより、装備品の質的能力が推察さ

れ、自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を及ぼし、ひいては我が国の安

全が害されるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理

由があると認められることから、法５条３号に該当し、番号６について

は同条１号について判断するまでもなく、不開示としたことは妥当であ

る。 

（９）メールアドレスについて 

別表の番号１９、番号２５、番号２７、番号３３及び番号４２に掲げ

る不開示部分並びに番号１１の不開示部分の一部（上記（４）で判断し

た部分を除く。）には、防衛省の公表されていないメールアドレスが記

載されていることが認められる。 

当該部分は、これを公にすることにより、いたずらや偽計等に使用さ

れ、国の機関が必要とする緊急の連絡や部外との連絡に支障を来すなど、

国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる

ので、法５条６号柱書きに該当し、不開示としたことは妥当である。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は、当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件各一部開示決定の妥当性について 

以上のことから、本件請求文書の開示請求に対し、本件対象文書を特定

し、その一部を法５条１号、３号及び６号柱書きに該当するとして不開示
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とした各決定については、防衛省において、本件対象文書の外に開示請求

の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないので、本件

対象文書を特定したことは妥当であり、不開示とされた部分のうち、別紙

の３に掲げる部分を除く部分は、同条１号、３号及び６号柱書きに該当す

ると認められるので、不開示としたことは妥当であるが、別紙の３に掲げ

る部分は、同条１号及び３号のいずれにも該当せず、開示すべきであると

判断した。 

（第２部会） 

委員 武藤京子、委員 佐藤郁美、委員 寺田麻佑 
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別紙 

 

１ 本件請求文書 

（１）本件請求文書１ 

『艦船と安全』のうち防官文第２５２３７号（２０２３．１０.１７―

本本Ｂ１５０１)で残りの部分とされた全て、及び当該請求(２０２３．１

０．１７―本本Ｂ１５０１)の後に作成されたもの全て。 

（２）本件請求文書２ 

『艦船と安全』のうち防官文第２９４４号（２０２３．１２.１９―本

本Ｂ１９７６)で残りの部分とされた全て、及び当該請求(２０２３．１２．

１９―本本Ｂ１９７６)の後に作成されたもの全て。 

 

２ 本件対象文書 

文書１  艦船と安全 ２０２３年７月号 

  文書２  艦船と安全 ２０２３年８月号 

文書３  艦船と安全 ２０２３年９月号 

  文書４  艦船と安全 ２０２３年１０月号 

文書５  艦船と安全 ２０２３年１１月号 

  文書６  艦船と安全 ２０２３年１２月号 

文書７  艦船と安全 ２０２４年１月号 

文書８  艦船と安全 ２０２４年２月号 

  文書９  艦船と安全 ２０２４年３月号 

 

３ 開示すべき部分 

文書１ ５０枚目の艦長の【一言】及び先任伍長の【一言】の不開示部分 

文書１ ５２枚目の「先任伍長の挨拶」の不開示部分 

文書３ ５８枚目の「艦長・先任伍長の紹介」の不開示部分（写真の顔部

分を除く。） 

文書３ ６０枚目の「２ 先任伍長あいさつ」の不開示部分（２行目の２

６文字目及び２７文字目を除く。） 

文書５ ５０枚目の「先任伍長あいさつ」の不開示部分 

文書７ ５８枚目の「艦長紹介」及び「先任伍長紹介」の不開示部分 

    ６０枚目の「先任伍長の挨拶」の不開示部分 

文書９ ５２枚目の「先任伍長あいさつ」の不開示部分 

    ６６枚目のお知らせ欄の不開示部分のうち編集委員の職名 
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別表（原処分において不開示とした部分及び理由） 

 

番号 文書 不開示とした部分 不開示とした理由 

１ 文書１ ３枚目の一部 個人に関する情報であり、特

定の個人を識別することがで

きることから、法５条１号に

該当するため不開示とした。 

２ 文書１ 

 

５枚目、１６枚目、１

７枚目、２１枚目、２

２枚目及び２８枚目の

それぞれ一部 

自衛隊の運用及び教育訓練に

関する情報であり、これを公

にすることにより、自衛隊の

運用要領、能力及び練度が推

察され、自衛隊の任務の効果

的な遂行に支障を及ぼし、ひ

いては我が国の安全を害する

おそれがあることから、法５

条３号に該当するため不開示

とした。 

３ 文書１ ７枚目、９枚目、１２

枚目、１４枚目、１８

枚目、２０枚目、２６

枚目、３２枚目、３９

枚目、５１枚目、５３

枚目、５４枚目及び５

６枚目ないし５９枚目

のそれぞれ写真の顔部

分（識別が容易でない

と認められるもの、既

に公にされているもの

及び法５条１号ただし

書イに該当するものを

除く。） 

個人に関する情報であり、特

定の個人を識別することがで

き、又は特定の個人を識別す

ることはできないが、これを

公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれ

があることから、法５条１号

に該当するため不開示とし

た。 

４ 文書１ ９枚目、１４枚目、２

０枚目、２３枚目、２

６枚目、３２枚目、３

３枚目、３９枚目、５

０枚目、５４枚目ない

し５７枚目、５９枚目
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ないし６３枚目及び６

５枚目のそれぞれ一部 

５ 文書１ ７枚目の一部 自衛隊の運用及び教育訓練に

関する情報であり、これを公

にすることにより、自衛隊の

運用要領、能力及び練度が推

察されるとともに、自衛隊の

装備品に関する情報であり、

これを公にすることにより、

装備品等の質的能力が推察さ

れ、自衛隊の任務の効果的な

遂行に支障を及ぼし、ひいて

は我が国の安全を害するおそ

れがあることから、法５条３

号に該当するため不開示とし

た。 

６ 文書１ １２枚目の一部 個人に関する情報であり、特

定の個人を識別することがで

き、又は特定の個人を識別す

ることはできないが、これを

公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれ

があるとともに、自衛隊の装

備品等の機能、性能に関する

情報であり、これを公にする

ことにより、装備品等の質的

能力が推察され、自衛隊の任

務の効果的な遂行に支障を及

ぼし、ひいては我が国の安全

を害するおそれがあることか

ら、法５条１号及び３号に該

当するため不開示とした。 

７ 文書１ １８枚目、２４枚目、

２９枚目及び３０枚目

のそれぞれ一部 

個人に関する情報であり、特

定の個人を識別することがで

き、又は特定の個人を識別す

ることはできないが、これを

公にすることにより、なお個
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人の権利利益を害するおそれ

があるとともに、自衛隊の運

用及び教育訓練に関する情報

であり、これを公にすること

により、自衛隊の運用要領、

能力及び練度が推察され、自

衛隊の任務の効果的な遂行に

支障を及ぼし、ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから、法５条１号及び

３号に該当するため不開示と

した。 

８ 

 

文書１ ３１枚目の一部 自衛隊の運用及び教育訓練に

関する情報であり、これを公

にすることにより、自衛隊の

運用要領、能力及び練度が推

察されるとともに、自衛隊の

編成に関する情報であり、こ

れを公にすることにより、自

衛隊の態勢が推察され、自衛

隊の任務の効果的な遂行に支

障を及ぼし、ひいては我が国

の安全を害するおそれがある

ことから、法５条３号に該当

するため不開示とした。 

９ 文書１ ５２枚目の一部 個人に関する情報であり、特

定の個人が識別され、又は特

定の個人を識別することはで

きないが、これを公にするこ

とにより、なお個人の権利利

益を害するおそれがあるとと

もに、自衛隊の編成に関する

情報であり、これを公にする

ことにより、自衛隊の態勢が

推察され、自衛隊の任務の効

果的な遂行に支障を及ぼし、

ひいては我が国の安全を害す
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るおそれがあることから、法

５条１号及び３号に該当する

ため不開示とした。 

１０ 文書１ ５３枚目の一部 自衛隊の編成に関する情報で

あり、これを公にすることに

より、自衛隊の態勢が推察さ

れ、自衛隊の任務の効果的な

遂行に支障を及ぼし、ひいて

は我が国の安全を害するおそ

れがあることから、法５条３

号に該当するため不開示とし

た。 

１１ 文書１ ６４枚目及び６９枚目

のそれぞれ一部 

国の機関が行う行政事務に関

する情報であり、これを公に

することにより、偽計等の対

象とされ、緊急時あるいは必

要な連絡・調整に支障を来す

など、当該事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがある

ことから、法５条６号柱書き

に該当するため不開示とし

た。 

※文書１の６４枚目の一部に

つき、法５条１号の不開示理

由を追加（本文第３の４） 

１２ 文書２ １枚目及び１０枚目の

それぞれ一部 

個人に関する情報であり、特

定の個人を識別することがで

き、又は特定の個人を識別す

ることはできないが、これを

公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれ

があることから、法５条１号

に該当するため不開示とし

た。 

１３ 文書２ ４枚目及び５枚目のそ

れぞれ写真の顔部分

（識別が容易でないと

認められるもの、既に

公にされているもの及

び法５条１号ただし書

イに該当するものを除

く。） 

１４ 文書２ １１枚目及び１２枚目

のそれぞれ全て 
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１５ 文書３ 

 

１枚目、４枚目、５枚

目、１０枚目、１２枚

目、１４枚目ないし１

６枚目、１８枚目、２

０枚目、２３枚目、３

２枚目ないし３４枚

目、３８枚目、４０枚

目、４３枚目、４６枚

目、５８枚目、６０枚

目、６２枚目ないし６

７枚目及び６９枚目の

それぞれ一部 

個人に関する情報であり、特

定の個人を識別することがで

き、又は特定の個人を識別す

ることはできないが、これを

公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれ

があることから、法５条１号

に該当するため不開示とし

た。 

１６ 文書３ ２枚目、３枚目、１０

枚目、１４枚目、１６

枚目、１８枚目、２０

枚目、２５枚目、２７

枚目、４６枚目、５８

枚目、５９枚目、６１

枚目、６３枚目及び６

５枚目ないし６７枚目

のそれぞれ写真の顔部

分（識別が容易でない

と認められるもの、既

に公にされているもの

及び法５条１号ただし

書イに該当するものを

除く。） 

１７ 文書３ １１枚目及び２５枚目

のそれぞれ一部 

自衛隊の運用及び教育訓練に

関する情報であり、これを公

にすることにより、自衛隊の

運用要領、能力及び練度が推

察され、自衛隊の任務の効果

的な遂行に支障を及ぼし、ひ

いては我が国の安全を害する

おそれがあることから、法５

条３号に該当するため不開示

とした。 
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１８ 文書３ ６１枚目の一部 自衛隊の編成に関する情報で

あり、これを公にすることに

より、自衛隊の態勢が推察さ

れ、自衛隊の任務の効果的な

遂行に支障を及ぼし、ひいて

は我が国の安全を害するおそ

れがあることから、法５条３

号に該当するため不開示とし

た。 

１９ 文書３ ７０枚目及び７３枚目

のそれぞれ一部 

国の機関が行う行政事務に関

する情報であり、これを公に

することにより、偽計等の対

象とされ、緊急時あるいは必

要な連絡・調整に支障を来す

など、当該事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがある

ことから、法５条６号柱書き

に該当するため不開示とし

た。 

２０ 文書５ １枚目、９枚目、１８

枚目、３２枚目、３５

枚目、５１枚目、５２

枚目、５４枚目ないし

５６枚目、５８枚目及

び６０枚目ないし６３

枚目のそれぞれ写真の

顔部分（識別が容易で

ないと認められるも

の、既に公にされてい

るもの及び法５条１号

ただし書きイに該当す

るものを除く。） 

個人に関する情報であり、特

定の個人を識別することがで

き、又は特定の個人を識別す

ることはできないが、これを

公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれ

があることから、法５条１号

に該当するため不開示とし

た。 

２１ 文書５ ３枚目、６枚目、９枚

目、１４枚目、１６枚

目、１８枚目、２４枚

目、３２枚目、３５枚

目、５０枚目、５３枚
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目ないし５５枚目及び

５７枚目ないし６３枚

目のそれぞれ一部 

２２ 文書５ ９枚目、１０枚目、１

３枚目、１４枚目、１

６枚目ないし１９枚

目、２４枚目、２５枚

目、２７枚目及び５８

枚目のそれぞれ一部 

自衛隊の運用及び教育訓練に

関する情報であり、これを公

にすることにより、自衛隊の

運用要領、能力及び練度が推

察され、自衛隊の任務の効果

的な遂行に支障を及ぼし、ひ

いては我が国の安全を害する

おそれがあることから、法５

条３号に該当するため不開示

とした。 

２３ 文書５ ３１枚目の一部 他国又は国際機関に関する情

報であり、これを公にするこ

とにより、他国又は国際機関

との信頼関係が損なわれるお

それがあることから、法５条

３号に該当するため不開示と

した。 

２４ 文書５ ４９枚目、５１枚目及

び５６枚目のそれぞれ

一部 

自衛隊の編成に関する情報で

あり、これを公にすることに

より、自衛隊の態勢が推察さ

れ、自衛隊の任務の効果的な

遂行に支障を及ぼし、ひいて

は我が国の安全を害するおそ

れがあることから、法５条３

号に該当するため不開示とし

た。 

２５ 文書５ ６７枚目の一部 国の機関が行う行政事務に関

する情報であり、これを公に

することにより、偽計等の対

象とされ、緊急時あるいは必

要な連絡・調整に支障を来す

など、当該事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがある

ことから、法５条６号柱書き
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に該当するため不開示とし

た。 

２６ 文書６ ２枚目の一部 個人に関する情報であり、特

定の個人を識別することがで

き、又は特定の個人を識別す

ることはできないが、これを

公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれ

があることから、法５条１号

に該当するため不開示とし

た。 

２７ 文書６ ３６枚目の一部 国の機関が行う行政事務に関

する情報であり、これを公に

することにより、偽計等の対

象とされ、緊急時あるいは必

要な連絡・調整に支障を来す

など、当該事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがある

ことから、法５条６号柱書き

に該当するため不開示とし

た。 

２８ 文書７ ２枚目、３枚目、１１

枚目、１５枚目、１７

枚目、２０枚目、２２

枚目、２４枚目、２５

枚目、２７枚目、２８

枚目、３０枚目、３１

枚目、３５枚目ないし

３８枚目、４５枚目、

５９枚目ないし６３枚

目及び６７枚目ないし

７０枚目のそれぞれ写

真の顔部分（識別が容

易でないと認められる

もの、既に公にされて

いるもの及び法５条１

号ただし書きイに該当

個人に関する情報であり、特

定の個人を識別することがで

き、又は特定の個人を識別す

ることはできないが、これを

公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれ

があることから、法５条１号

に該当するため不開示とし

た。 
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するものを除く。） 

２９ 文書７ ５枚目、１１枚目、１

７枚目、２０枚目、２

２枚目、２４枚目、２

７枚目、３０枚目、３

３枚目、３５枚目ない

し３８枚目、４２枚

目、４５枚目、４８枚

目、４９枚目、５１枚

目、５８枚目、６０枚

目、６２枚目ないし７

０枚目及び７５枚目の

それぞれ一部 

３０ 文書７ ３０枚目及び４８枚目

のそれぞれ一部 

自衛隊の運用及び教育訓練に

関する情報であり、これを公

にすることにより、自衛隊の

運用要領、能力及び練度が推

察され、自衛隊の任務の効果

的な遂行に支障を及ぼし、ひ

いては我が国の安全を害する

おそれがあることから、法５

条３号に該当するため不開示

とした。 

３１ 文書７ ３５枚目、６０枚目、

６４枚目及び６５枚目

のそれぞれ一部 

自衛隊の編成に関する情報で

あり、これを公にすることに

より、自衛隊の態勢が推察さ

れ、自衛隊の任務の効果的な

遂行に支障を及ぼし、ひいて

は我が国の安全を害するおそ

れがあることから、法５条３

号に該当するため不開示とし

た。 

３２ 文書７ ５４枚目の一部 自衛隊の情報システムに関す

る情報であり、これを公にす

ることにより、情報システム

の構成の詳細が推察され、自

衛隊の任務の効果的な遂行に
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支障を及ぼし、ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから、法５条３号に該

当するため不開示とした。 

３３ 文書７ ５５枚目及び７５枚目

のそれぞれ一部 

国の機関が行う行政事務に関

する情報であり、これを公に

することにより、偽計等の対

象とされ、緊急時あるいは必

要な連絡・調整に支障を来す

など、当該事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがある

ことから、法５条６号柱書き

に該当するため不開示とし

た。 

３４ 文書８ １枚目ないし４枚目及

び１８枚目のそれぞれ

写真の顔部分（識別が

容易でないと認められ

るもの、既に公にされ

ているもの及び法５条

１号ただし書イに該当

するものを除く。）  

個人に関する情報であり、特

定の個人を識別することがで

き、又は特定の個人を識別す

ることはできないが、これを

公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれ

があることから、法５条１号

に該当するため不開示とし

た。 ３５ 文書８ ２枚目ないし５枚目の

それぞれ一部 

３６ 文書９ ３枚目、１１枚目、１

３枚目、１５枚目、１

７枚目、１９枚目、２

１枚目、２３枚目、２

５枚目、２７枚目、５

１枚目、５３枚目ない

し５５枚目、５７枚目

及び５９枚目ないし６

３枚目のそれぞれ写真

の顔部分（識別が容易

でないと認められるも

の、既に公にされてい

るもの及び法５条１号

個人に関する情報であり、特

定の個人を識別することがで

き、又は特定の個人を識別す

ることはできないが、これを

公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれ

があることから、法５条１号

に該当するため不開示とし

た。 
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ただし書きイに該当す

るものを除く。） 

３７ 文書９ ５枚目、９枚目、１０

枚目、１１枚目、１３

枚目、１５枚目、１７

枚目、２１枚目、２２

枚目、２４枚目、２５

枚目、２７枚目、２８

枚目、３１枚目ないし

３３枚目、５２枚目、

５４枚目、５５枚目、

５７枚目ないし６３枚

目及び６６枚目のそれ

ぞれ一部 

３８ 文書９ １０枚目の一部 自衛隊の編成に関する情報で

あり、これを公にすることに

より、自衛隊の態勢が推察さ

れるとともに、自衛隊の情報

システムに関する情報であ

り、これを公にすることによ

り、情報システムの構成の詳

細が推察され、自衛隊の任務

の効果的な遂行に支障を及ぼ

し、ひいては我が国の安全を

害するおそれがあることか

ら、法５条３号に該当するた

め不開示とした。 

３９ 文書９ １３枚目及び１５枚目

のそれぞれ一部 

自衛隊の編成に関する情報で

あり、これを公にすることに

より、自衛隊の態勢が推察さ

れるとともに、自衛隊の運用

及び教育訓練に関する情報で

あり、これを公にすることに

より、自衛隊の運用要領、能

力及び練度が推察され、自衛

隊の任務の効果的な遂行に支

障を及ぼし、ひいては我が国
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の安全を害するおそれがある

ことから、法５条３号に該当

するため不開示とした。 

４０ 文書９ １４枚目及び１６枚目

のそれぞれ一部 

自衛隊の運用及び教育訓練に

関する情報であり、これを公

にすることにより、自衛隊の

運用要領、能力及び練度が推

察され、自衛隊の任務の効果

的な遂行に支障を及ぼし、ひ

いては我が国の安全を害する

おそれがあることから、法５

条３号に該当するため不開示

とした。 

４１ 文書９ ４６枚目の一部 自衛隊の情報システムに関す

る情報であり、これを公にす

ることにより、情報システム

の構成の詳細が推察され、自

衛隊の任務の効果的な遂行に

支障を及ぼし、ひいては我が

国の安全を害するおそれがあ

ることから、法５条３号に該

当するため不開示とした。 

４２ 文書９ ４７枚目及び６９枚目

のそれぞれ一部 

国の機関が行う行政事務に関

する情報であり、これを公に

することにより、偽計等の対

象とされ、緊急時あるいは必

要な連絡・調整に支障を来す

など、当該事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがある

ことから、法５条６号柱書き

に該当するため不開示とし

た。 

４３ 文書９ ５３枚目の一部 自衛隊の編成に関する情報で

あり、これを公にすることに

より、自衛隊の態勢が推察さ

れ、自衛隊の任務の効果的な

遂行に支障を及ぼし、ひいて
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は我が国の安全を害するおそ

れがあることから、法５条３

号に該当するため不開示とし

た。 

 


